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１ はじめに 

「航空機騒音に係る環境基準について」は，

平成 19 年に一部改正し，航空機騒音の評価量

を，加重等価継続感覚騒音レベル WECPNL か

ら，等価騒音レベルを基本とする時間帯補正等

価騒音レベル Ldenに変更された。既に，「在来

鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策

の指針について」及び「騒音に係る環境基準に

ついて」では，等価騒音レベルが評価量として

採用されている。 

一方，新幹線鉄道騒音に係る環境基準は，1975

年に最大値ベースの評価量が設定されている。

しかし，設定から 40 年以上が経過し，現在，評

価量の見直しについて議論が開始されている。

道路交通騒音や航空機騒音における評価量との

整合性の観点からは，エネルギーベースの評価

量の導入が望ましいものの，最大値ベースの評

価量からエネルギーベースの評価量に変更する

上で，路線により運行本数が大きく異なるため，

両者の関係は一定とはならない。東海道新幹線

の運行本数は 300 本以上／日であるのに対し，

北陸新幹線の運行本数は 100 本前後である。両

路線で最大値ベースの評価量がほぼ等しい地点

に，車両長の影響等を無視しても，エネルギー

ベースの評価量は 5dB 以上異なる。すなわち，

エネルギーベースの評価量を採用する場合，従

来の最大値ベースの評価量からのスライドは不

可能であり，環境基準の数値の決定に資するた

めには，騒音暴露量と社会反応や疾病発生との

関係を明示することが必要となる。 

筆者らは，国内の新幹線鉄道沿線の住宅地で

別個に実施された 3 回の社会音響調査で得られ

た個票データ（暴露量と調査票の回答データ）

を収集し，暴露量とアノイアンスとの関係を中

心に，新幹線鉄道騒音の評価量を再検討した 1)。

本報では，上記の調査に加え，4 回の社会音響

調査（神奈川県内の東海道新幹線調査 2)，国内

各地での環境省調査 3)，熊本県内の九州新幹線

調査 4)，長野市内の北陸新幹線調査 5)）を対象

とし，過去 20 年間に日本国内で実施された新幹

線鉄道騒音に関する社会音響調査の個票データ

を収集した。筆者らは，これら収集した個票デ

ータを用い，アノイアンスのみならず，鉄道騒

音により引き起こされる生活妨害の代表として

聴取妨害に着目し，暴露反応関係の二次分析を

実施した。本報ではその結果を報告する。 

 

２ 社会音響調査 

本報で分析に用いた個票データは，表１に示

す社会音響調査から得られたものであり，その

総数は 5,526 である。これらの調査は新幹線沿

線の住宅地において別個に実施されたものであ

り，調査により質問項目やその評価尺度などが

異なる。このうち，環境省調査は，国内各地を

対象とし，東海道新幹線では 4 都府県，東北新

幹線では 3 都県において調査を行った。また，
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神奈川 B，環境省及び熊本調査は，戸建住宅に

加えて集合住宅の居住者も対象としていた。 

 

２．１ 社会反応 

本報では，社会反応の一つとしてアノイアン

スに着目した。この反応の定義は明確でないが，

筆者らは，感覚，情緒，生活，身体への影響の

総体が引き起こす被害感と解釈している 6)。収

集した個票データの反応は，神奈川 A 調査以外

は，ICBEN の 5 段階尺度（1. まったくない，2. 

それほどない，3. 多少，4. だいぶ，5. 非常に）
7)に準拠したものである。ただし，名古屋及び

環境省調査は，新幹線鉄道と限定せずに，鉄道

の音に対するアノイアンスを得ていた。また，

神奈川 A 調査では，複数の音源の中から，新幹

線鉄道騒音を，最も気になる音，あるいはその

次に気になる音として指摘した回答者について

のみ，サブ質問により我慢感の反応を得ていた。

この場合，新幹線鉄道騒音を指摘していない回

答者のアノイアンスは本来不明であるが，後述

するように，本報において議論の根幹となる厳

しいアノイアンスは発生していないとして整理

した。 

聴取妨害については，1) 評価尺度数の違い，

2) 質問項目の違い，3) フィルタ質問の有無の 3

点に着目して反応を整理した。1)の評価尺度数

については，神奈川 A（1995 年度調査），福岡，

熊本及び長野調査が 5 段階で，神奈川 A（1996

年度調査），神奈川 B，名古屋及び環境省調査は

2 段階であった。5 段階尺度を 2 段階尺度に変換

するために，上位 2 段階の評価を妨害あり，そ

れ以外の評価を妨害なしの 2 段階尺度として整

理した。続いて，2)の質問項目については，福

岡，熊本及び長野調査では，電話妨害（例えば，

「電話での相手の話声の聴き取り」）と TV 妨害

（例えば，「テレビやラジオの聴き取り」）に対

する反応が個別に得られていた。一方，神奈川

A，神奈川 B，名古屋及び環境省調査では，両

者を合わせた 1 項目（例えば，「電話の声やテレ

ビ・ラジオの音が聞き取りにくい」）で，聴取妨

害の反応が得られていた。本報では，電話妨害

と TV 妨害それの反応を統合した聴取妨害の反

応として整理するために，両項目とも妨害なし

の場合を聴取妨害なし，どちらかの項目が妨害

ありの場合を聴取妨害ありとして整理した。 

最後に，3) フィルタ質問については，神奈川

A，名古屋及び環境省調査では，アノイアンス

と同様に，複数の音源の中から，新幹線鉄道騒

音を悩まされている音あるいは気になる音とし

て指摘した回答者についてのみ，サブ質問によ

り聴取妨害の有無が得られていた。アノイアン

スの反応の変換と同様に，悩まされている音な

どの指摘がない場合，加えて新幹線鉄道騒音以

外の音源を指摘している場合にも，新幹線騒音

による聴取妨害は，生活環境における重要な問

題ではないと捉えられていることから，聴取妨

害の反応なしとした。 

 

２．２ 暴露量 

本報では，騒音暴露量として，昼夜騒音レベ

ル Ldn（昼間 7:00–22:00・夜間 22:00–7:00）と現

行の環境基準の評価方法に準じた上位半数のエ

ネルギー平均値 LAmaxを用いた。Ldnは，等価騒

音レベルを基本とするエネルギーベースの評価

量で，夜間の時間帯に+10dB の重み付けをした

ものである。すなわち，Ldnは，騒音の発生回数

や継続時間を加味した評価量となる。一方，現

行の環境基準の評価量は，最大騒音レベルの上

位半数のエネルギー平均値により求まる最大値

ベースの指標であり，その発生回数や継続時間

は加味していない。 

Ldnについては，一部の調査において暴露量が

算出されていなかったが，全調査で算出してい

た 24 時間の等価騒音レベル LAeq,24hから推計し

た。すなわち，時間帯により列車の車両編成が

変化しないと仮定し，LAeq,24hと 1 日の列車運行

本数から求めた 1 列車当たりの単発騒音暴露レ

ベルのエネルギー平均値と，時刻表により調べ

た昼夜各時間帯の運行本数から Ldnを算出した。

一方，LAmaxについては，環境省調査では暴露量

が算出されていなかった。このため，他の調査

の個票データ等から，同一路線または運行本数

が類似している路線を抽出し，それぞれの LAmax

と Ldn との差分を求めることにより環境省調査

の LAmax を推計した。一方，振動については，

「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動対策

について（勧告）」に準じて，地盤上における

鉛直方向の振動レベル最大値の平均値 Lvmax を

暴露量としたが，福岡調査における一部の回答

者と環境省調査では算出されていなかった。 

なお，暴露量はすべて整数単位で整理した。 
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表１ 分析に用いた社会音響調査の概要 

調査 神奈川Ａ 神奈川Ｂ 福岡 名古屋 環境省 熊本 長野 

調査 ID 
KNG95 

KNG96 
KNG01 FKO NGY MOE KMM NGN 

調査年度 1995−1996 2001−2003 2003 2004 2003−2006 2011−2012 2013 

新幹線 東海道 東海道 山陽 東海道 

東北 上越 

東海道 長野 

山陽 

九州 長野 

調 査 

機 関 

横浜国大 

神奈川県 

横浜国大 

神奈川県 
熊本大 

愛工大 

アクト音響 

名古屋市 

環境省 熊本大 石川高専 

調 査 

方 法 

訪問配布 

郵送回収 

訪問配布 

郵送回収 
留置 面接 面接 留置 

郵送配布 

郵送回収 

住宅種別 戸建 
戸建 

集合 
戸建 戸建 

戸建 

集合 

戸建 

集合 
戸建 

アノイ 

アンス 
我慢感尺度 ICBEN尺度 ICBEN尺度 ICBEN尺度 ICBEN尺度 ICBEN尺度 ICBEN尺度 

聴 取 

妨 害 

聴取妨害 

（2/5 段階） 

聴取妨害 

(2 段階) 

電話妨害

TV 妨害 

(5 段階) 

聴取妨害 

(2 段階) 

聴取妨害 

(2 段階) 

電話妨害 

TV 妨害 

(5 段階) 

電話妨害 

TV 妨害 

(5 段階) 

データ数 870 1,101 724 175 1,307 1,055 294 

        

３ 結果 

本報では，戸建住宅を対象として分析を実施

した（n=4,685）。なお，環境省調査では，住宅

種別が，戸建住宅，低層集合住宅（２階建以下），

中高層集合住宅（３階建以上）の 3 区分であっ

たため，前者 2 項目を戸建住宅として整理した。 

最初に，個人属性及び住宅構造の集計結果（戸

建住宅）を表２に示す。各項目の回答方法が調査

により異なっていたため，表２に示す属性に集約

した。性別については，女性が多く，回答者の 6

割以上を占めていた。年齢についても，回答者の

約 2/3が 50歳以上であり，70歳以上の回答者も 2

割弱を占めていた。居住年数については，回答者

の約 3/4 が 10年以上であった。住宅構造について

は木造が 8 割以上で，RC 造及び鉄骨造の回答者

は小数であったが，集合住宅に限るとその 84%は

RC造であった。 

続いて，騒音暴露量（Ldn・LAmax）及び振動暴

露量（Lvmax）それぞれの度数分布（5 dB間隔で分

割）を図１に示す。なお，一部の調査では Lvmax

を推計していなかったことから，サンプル数は

3,128 であった。図１から，各暴露量の最頻値（モ

ード）については，Ldnは 46–50 dB，LAmaxは 66–70 

dB，Lvmaxは 46–50 dB であった。また，騒音暴露

量の分布を両者で比較すると，LAmaxに比べて Ldn

の方が，広く分布している傾向が読み取れる。新

幹線沿線で観測される最大騒音レベルがほぼ同

じ値でも，運行本数等の違いにより，エネルギー

ベースの Ldnが大きく異なることがわかる。 

表２ 個人属性及び住宅構造の集計結果 

（戸建住宅） 

項目 各属性の度数（相対割合） 

性 別 男性：1,734 (38%) 女性：2,878 (62%) 

年 齢 20代以下：232 (7%) 

40代：784 (17%) 

60代：1,198 (24%) 

30代：415 (11%) 

50代：1,110 (23%) 

70代以上：893 (18%) 

居 住

年 数 

5年未満：574 (12%）10年未満：529 (11%） 

10年以上：3,559 (76 %) 

構 造 木造：3,862 ( 84%） 

鉄骨造：421 (9%) 

RC造：240 (5%） 

その他：61 (1%） 

 

４ 暴露反応関係の検証 

４．１ アノイアンス 

最初に，最大値ベースとエネルギーベースの

いずれが新幹線鉄道騒音の評価量として適して

いるのか，暴露反応関係から検討を行った。こ

こでは， LAmax，Ldnそれぞれの暴露量とアノイ

アンスの反応との関係について，運行本数の違

いによるばらつきの程度に着目した。 
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運行本数は，調査時の時刻表を参考に，140 本

未満（LE140：長野及び九州），160 本前後（NE160

：東北，上越及び山陽）及び 240 本以上（OV240

：東北・上越・長野並走地区と東海道）の 3 区

分とした。アノイアンスの指標としては，最上

位尺度の回答割合 %EA と上位 2 段階尺度の回

答割合 %VA から，その平均値 %HA（percent 

highly annoyed）を用いた。図２，図３は，それ

ぞれ LAmaxと%HA との関係，Ldnと%HA との関

係を示したものである。暴露量は 5 dB 間隔で区

切り，サンプル数が 10 未満のものは図示しなか

った。両図とも，LE140 の%HA が低くなってい

た。NE160とOV240の%HAを比較すると，LAmax

が 56–60 dB 及び 61–65 dB のレンジでは OV240

が高く，Ldnが 46–50 dB 及び 51–55 dB のレンジ

では逆に NE160 が高くなっていた。暴露反応関

係のばらつきについては，LAmaxの方が大きかっ

た傾向にある。 

 

４．２ 聴取妨害 

続いて，前節と同様に，暴露量と聴取妨害の

反応との関係から，最大値ベースとエネルギー

ベースの評価量を比較した。聴取妨害の反応の

指標としては，聴取妨害ありの反応率  %LD

（percent listening disturbed）を用いた。図４，

図５に，LAmax と%LD との関係，Ldn と%LD と

の関係をそれぞれ示す。アノイアンスと同様に，

LAmax，Ldnのどちらも LE140 の反応率が低くな

っていた。NE160 と OV240 の%LD を比較する

と，Ldnの場合には，運行本数に関係なく，暴露

反応関係が一致していたが，LAmaxの場合には，

ばらつきが大きくなっていたことがわかる。 
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図２ LAmaxと%HA との関係 

図３ Ldnと%HA との関係 

図１ 暴露量の度数分布 
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国の行政上の政策目標である環境基準の評価

量は，調査地域や路線に依らず暴露反応関係が

一致するものが有用である。このことを踏まえ

ると，アノイアンスや聴取妨害の暴露反応関係

から，最大値ベースの評価量よりも，エネルギ

ーベースの評価量の方が適していると判断でき

る。既報 1)では，本報での NE160 及び OV240

の路線が対象となっていたが，新しく LE140 の

データが加わったことにより，異なる結論が得

られたと考えている。 

 

４．３ 振動レベルの影響 

続いて，振動による騒音のアノイアンスへの

影響を確認する。ここで，振動の影響を検証す

るにあたり既報 8)の結果を踏まえ，Lvmaxが 50 dB

以下と 50 dB 超の 2 グループに分類し，Ldnと

%HA との関係を比較したものを図６に示す。

同図から，Ldnが 51–55 dB 以上のレンジでは，

振動レベルの大小に依らず%HA の差は確認で

きなかったが，36–40 dB～46–50 dB のレンジで

は，Lvmax > 50 dB のグループの%HA が高い傾向

を確認できた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．４ ロジスティック回帰分析の適用 

新幹線鉄道騒音のアノイアンス及び聴取妨害

について，代表的な量反応関係を構築するため

に，ロジスティク回帰分析を適用した。目的変

数となる反応の指標は，%HA と%LD の 2 種類

とした。騒音暴露量については，極端なデータ

を排除し，31 dB ≤ Ldn ≤ 60 dB の範囲を 5 dB 間

隔に分割した 6 カテゴリー，振動暴露量（アノ

イアンスのみ）については，図６と同様に 50 dB

以下と 50 dB 超の 2 グループに整理した。その

他に，表２に示す属性を交絡要因とし，SPSS23

により分析を行った。 

得られた%EA のオッズ比（95%信頼区間も含

む）を表３に示す。オッズ比は，同表に記載さ

れていない項目（性別：男性，年齢：20 代以下，

居住年数：5 年未満，住宅構造：木造，Ldn：31–35 

dB，Lvmax：50 dB 以下）を基準として算出した

ものである。分析の適合度を表すC統計量（ROC

曲線における AUC）は，すべての反応の指標に

ついて 0.7 以上となり，高い判別力を有してい

ると判断した 9)。 

%VA のオッズ比も，表３と同様の傾向であっ

たことから，各交絡要因によるアノイアンスへ

の影響を考える。性別では，女性のオッズ比の

95%下限，上限ともに 1 を下回っていた。これ

は，女性の方が寛容な反応を示す（逆に男性の

方が厳しい反応を示す）傾向にあったことを意

味している。年齢については，明確な関係は見

られなかったが，70 代以上の%HA が低くなっ

ていた。居住年数については，オッズ比が 1 に

近く，その影響は有意でなかった。最後に，住

宅構造については，木造以外のオッズ比は 1 以

下を示しており，%VA，%EA ともに低くなる
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図４ LAmaxと%LD との関係 

図５ LAmaxと%LD との関係 

図６ Lvmax別の Ldnと%HA との関係 
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傾向を示していたが，その影響は有意ではなか

った。一方，聴取妨害%LD では，アノイアンス

とは逆に女性の方が反応率は高く，年齢の増加

とともに反応率は低くなり，そして居住年数 10

年未満で高い傾向を示していた。暴露量につい

ては，%HA，%LD ともに，騒音レベルの増加

とともに，オッズ比が上昇する傾向が確認でき

た。加えて，振動レベルについても（%HA の

み），Lvmax ≥ 51 dB のグループの%HA が 5%水準

で高くなっていた。この振動レベルの大きさか

ら判断して，振動の知覚により，アノイアンス

について厳しい反応が増えたことを示唆してい

る。 

分析で得られた結果から，交絡要因を調整し

て代表的な量反応関係の構築を試みた。性別，

年齢及び居住年数は平成 22 年度国勢調査の結

果で調整し，住宅構造は木造で代表した。図７，

図８はそれぞれ，Ldn とアノイアンスとの関係，

Ldnと聴取妨害との関係を示したものである。図

７から，Lvmax > 50 dB のグループでの%HA は，

Ldn が 46–50 dB の場合には 22%であったが，

51–55 dBでは 30%，56-60 dBでは 38%となった。

一方，図８から%LD については，Ldnが 46–50 dB

の場合には 17%，51–55 dB では 28%，56–60 dB

で 40%となった。 

 

表３ %EA のオッズ比 

要 因 オッズ比 95%下限 95%上限 

性別: 女性 .633 .487 .821 

年齢: 30 代 1.185 .554 2.534 

40 代 1.203 .591 2.447 

50 代 1.613 .818 3.183 

60 代 1.593 .805 3.153 

70 代以上 .783 .373 1.643 

居住年数：10 年未満 1.157 .700 1.911 

10 年以上 1.060 .715 1.571 

住宅構造：RC 造 .812 .405 1.631 

鉄骨造 .848 .540 1.331 

その他 .381 .090 1.612 

Ldn： 36-40 dB 1.008 .103 9.899 

41-45 dB 2.257 .301 16.956 

46-50 dB 6.920 .944 50.703 

51-55 dB 10.854 1.474 79.946 

56-60 dB 15.032 2.015 112.156 

Lvmax： ≥ 51 dB 2.149 1.569 2.944 

定数 .103 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ まとめ 

過去 20 年間で実施された新幹線鉄道沿線で

の社会音響調査の個票データの二次分析を行

い，新幹線鉄道騒音の暴露反応関係を検討した。

その結果，最大値ベースの評価量（本報では現

行の環境基準の評価量である LAmax）よりも，エ

ネルギーベースの評価量（昼夜騒音騒音レベル 

Ldn）の方が，路線間（運行本数の違いで代表）

に依らず，暴露反応関係が一致する傾向にある

ことが分かった。続いて，振動による騒音のア

ノイアンスへの影響についても，振動を知覚し

ている場合は，知覚していない場合に比べ，ア

ノイアンスについて厳しい反応が増える傾向に

あった。最後に，性別，年齢，居住年数，そし

て住宅構造を交絡要因とし，騒音・振動の暴露

量を用いて，ロジスティック回帰分析を適用し

た。アノイアンスと聴取妨害の反応について，

交絡要因を調整することで，新幹線鉄道騒音の

代表的な反応関係を構築した。 

 

図８ 代表的な Ldnと%LD との関係 
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図７ 代表的な Ldnと%HA との関係 
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